
 

 

 

■実施状況                                            ＜令和８年６月時点＞ 

交付限度額 2億 5813万円     

うち令和７年度 交付決定額 3610万円（14%） 

うち令和８年度 交付決定額 2億 2203 万円（86%） 

残額 0円（0%） 

 

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

生活者支援 

◆物価高騰等対策商品券配付事業（事前準備）  事業費：５１２．６万円  ※食料品特別加算を活用 

 食料品の物価高騰等の影響を受けている全町民に対し、商品券を配付し、負担軽減を図るとともに、消費の喚起を促し町内経済の回復を図る。令和８年

４月に配付を開始するための準備に係る経費。 

 

◆水道料金の一部無償化（令和８年１月～３月） 事業費：３０９７．８万円 

 町内の水道契約者（住民・事業者）に対して、令和８年１月～３月の３か月分の水道料金のうち基本料金部分について料金を減免。 

 

◆物価高騰等対策商品券配布事業  事業費：２億７８３６．６万円  ※食料品特別加算を活用 

 食料品の物価高騰等の影響を受けている全町民に商品券１５，０００円分を配布し、町民の負担軽減を図るとともに、消費の喚起を促し町内経済の回復

を図る。 

 

◆プレミアム付電子地域通貨ポイント発行事業  事業費：１３００万円  ※食料品特別加算を活用 

 食糧品・エネルギー等の物価高騰による影響を受ける事業所、生活者に対し、地域通貨ポイント発行事業を実施し、町内での消費喚起を図る。 

 

◆指定生ごみ袋価格軽減対策事業  事業費：４６．５万円  

 エネルギー等の物価高騰による指定生ごみ袋の価格上昇を軽減するための補助を行う。 

 

◆中学校学校給食費事業  事業費：３２５９．７万円  ※食料品特別加算を活用 

 食糧品等の物価高騰の影響を受ける中学生をもつ保護者に対し、給食費の補助を行う。 
 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定
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